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高
市
内
閣
が
進
め
る

「
責
任
あ
る
積
極
財
政
」
へ
の

評
価
は
。

積
極
的
な
官
民
投
資
で
日
本

の
供
給
力
を
強
化
し
、
将
来
の

生
産
性
を
引
き
上
げ
て
い
く
方

向
性
は

一
定
の
意
義
が
あ
る
。

政
府
が
掲
げ
る
戦
略
１７
分
野
の

う
ち
、
米
中
両
国
が
先
行
す
る

人
工
知
能

（
Ａ
Ｉ
）
な
ど
の
収

益
化
は
重
要
だ
。
こ
れ
ま
で
は

科
学
技
術
な
ど
技
術
革
新

へ
の

予
算
配
分
が
十
分

で
な
か

っ

た
。民

間
だ
け
で
は
投
資
が
不
足

す
る
分
野
に
支
援
対
象
を
絞

り
、
数
年
む
と
に
効
果
を
検
証

す
る
べ
き
だ
。
効
果
が
出
な
け

れ
ば
見
直
し
て
い
く
こ
と
が
正

し
い
政
策
運
営
に
つ
な
が
る
。

―

来
年
度
予
算
で
は
、
要

求
額
に
上
限
を
設
け
な
い
成
長

投
資
枠
を
設
け
、
複
数
年
度
の

財
源
確
保
も
う
た

っ
た
。

半
導
体
工
場
の
整
備
や
研
究

開
発
な
ど
は
、
単
年
度
予
算
で

投
資
計
画
が
立
て
づ
ら
い
。
複

数
年
度
の
予
算
を
確
保
し
、
民

間
が
投
資
し
や
す
い
枠
組
み
を

つ
く
る
こ
と
は
重
要
だ
。

一
方
で
、
通
常
の
歳
出
と
別

枠
に
す
る
と
、
財
政
規
律
の
緩

み
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
。
成

果
指
標
や
支
援
を
打
ち
切
る
条

件
を
設
け
る
必
要
が
あ
る
。

‐―
―
財
政
再
建

へ
の
メ
ッ
セ

ー
ジ
が
弱
ひ
。
市
場
の
信
認
を

得
る
に
は
何
が
必
要
か
。
　

．

財
源
論
な
ど

「
責
任
あ
る
」

の
部
分
が
、

「
積
極
財
政
」
に

比

べ
て
具
体
的
な
説
明
が
足
り

な
い
の
で
は
な
い
か
。
政
府
の

「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基

本
方
針

（
骨
太
の
方
針
）
」
で

中
核
目
標
に
位
置
づ
け
た

「
債

務
残
高
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

（
国
内
総
生

産
）
比
の
安
定
的
な
引
き
下
げ
」

を
、
い
つ
ま
で
に
、
ど
の
水
準

ま
で
実
現
す
る
か
が
課
題
と
な

る
。物

価
上
昇
に
伴

っ
て
国
の
税

収
は
増
え
て
い
る
が
、

「
金
利

の
あ
る
時
代
」
に
は
国
債
の
利

払
い
費
も
膨
ら
む
。
人
口
減
少

で
社
会
保
障
費
が
増
え
る
。
歳

出
削
減
や
国
民
の
支
払
い
能
力

に
応
じ
た
応
能
負
担
を
徹
底
し

な
い
と
財
政
の
信
認
が
揺
ら

ぎ
、
さ
ら
な
る
金
利
上
昇
や
円

安
を
招
き
か
ね
な
い
。
国
と
地

方
の
基
礎
的
財
政
収
支

（
プ
ラ

イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
＝
Ｐ
Ｂ
）

の
黒
字
化
は
避
け

て
通
れ
な

府
は
ど
う
対
応
す
る
べ
き
か
。

日
米
両
政
府
は
円
買
い
の
為

替
介
入
を
７
月
末

に
行

っ
た

が
、
円
安
の
基
調
を
変
え
る
こ

と
は
難
し
い
。
実
際
、
介
入
で

一
時
的
に
１
が
―１
１
５
５
円
台

ま
で
急
騰
し
た
円
相
場
は
、
１０

日
ほ
ど
で
１
が
Ｈ
ｌ
５
９
円
台

ま
で
押
し
戻
さ
れ
た
。

高
市
内
閣
の
財
政
運
営
が
野

放
図
と
は
現
時
点
で
考
え
て
い

な
い
が
、
市
場
が
財
政
拡
張
を

懸
念
す
れ
ば
円
安
圧
力
と
な
り

得
る
。
日
本
の
財
政
状
況
を
踏

ま
え
る
と
、
信
頼
に
足
る
中
長

期
の
財
政
計
画
が
必
要
だ
。

―
―
政
府
は
食
料
品
の
消
費

税
率
を
２
０
２
７
年
４
月
か
ら

２
年
間
限
定
で
１
％
に
引
き
下

げ
る
方
針
を
決
め
た
。

人
件
費
や
仕
入
れ
と
い

っ
た

企
業
の
コ
ス
ト
は
上
昇
し
て
お

り
、
店
頭
価
格
が
減
税
分
だ
け

下
が
る
と
は
限
ら
な
い
。
こ
れ

ス

ま
で
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
を
一

巡
る
曲
折
を
踏
ま
え
れ
ば
、
２
一

年
後
に
税
率
を
戻
す
政
治
的
・盗
〉

ハ
ー
ド
ル
は
相
当
高
い
だ
ろ
ン

う
。
（
聞
き
手

‘
黒
末
健
太
朗
）
難

中
長
期
の
財
政
計
画

必
要

法政大教授

小黒一正 氏

お ぐろ 。かず まさ 1997年
大蔵省 (現財務省 )入省。一
橋大経済研究所准教授などを
経て、2015年か ら現職。財政
学や社会保障などが専門。財
政制度等審議会 (財務相の諮
問機関 )の分科会臨時委員 を
務める。 52歳 .
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長
期
化
す
る
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安
に
政
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